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職種(募集人数)

土木職
〈若干名〉

受　験　資　格
昭和59年4月2日以降に生まれ、次の①または②に該当する人
①学校教育法による大学・短大等・高校で、土木に関する専門の課程を修了した人
②1・2級土木施工管理技士、技術士（建設または上下水道部門）のいずれかの資格保持者

建築職
〈若干名〉

昭和59年4月2日以降に生まれ、次の①または②に該当する人
①学校教育法による大学・短大等・高校で、建築に関する専門の課程を修了した人
②一級または二級建築士の資格保持者

保健師
〈若干名〉 昭和54年4月2日以降に生まれ、保健師免許を有する人

　市の人事行政の公平性や透明性をより高めるため、
現在の運営状況をお知らせします。
今回の内容は概要版です。詳細は市ホームページ
（https://www.city.katano.osaka.jp/）をご覧ください。

人事行政の運営等の状況
□問 人事課☎892-0121

　募集する職種、受験資格、採用予定人数などは下表のとおりです。各職種とも、国籍・性別は問いません。
第1次試験日　令和2年1/19（日）
採用予定日　令和2年4/1（水）
募集要項・申込書の配布
▷市役所本館2階人事課またはゆうゆうセンター1階市民サービスコーナーの窓口
▷市ホームページからダウンロード
申込　12/9（月）～令和2年1/8（水）〈必着〉に郵送・Eメールで人事課
　〒576-8501（住所記入不要）　　jinjisaiyou@city.katano.osaka.jp

交野市職員の追加募集
□問 人事課☎892-0121

職員の任免及び職員数の状況
任免の状況

研修及び勤務成績の評定の状況
研修の状況（H30年度、延べ人数）

勤務成績の評定の状況（H30年度）

事務職

技術職

消防職

技能労務職

指導主事

任期付職員

合　計

5人

7人

3人

9人

24人

2人

2人 18人

－

－ －

－

－

－

定年 勧奨

－ 

1人

－  

－  

－  

－  

1人

死亡

－  

－  

－  

－  

－  

1人

5人

4人

－ 

1人

2人

6人

採用
（R1年度）

　目標管理型人事評価制度を実施。職員の資質向上を目的に、所属長が職員への指導などを行う中で、
職員に対する評価を行い、人事配置や職員の処遇に反映しています。

退職（H30年度）
区　分

給与の状況
給料等の状況(4月1日現在)

勤務時間その他の勤務条件の状況

分限及び懲戒処分の状況（H30年度）服務の状況（H30年度）

勤務時間の状況（4月1日現在） 年次有給休暇の状況（H30年度）

自己
都合他

部門別職員数の状況（4月1日現在）

議会
総務
税務
民生
衛生
労働
農林水産
商工
土木
小計
教育
消防
小計
水道
下水道
その他
小計

5人
78人
24人
95人
59人
0人
5人
4人
37人
307人
96人
78人
174人
24人
8人
26人
58人

539人

5人
85人
24人
91人
62人
0人
5人
4人
40人
316人
90人
77人
167人
24人
8人
26人
58人

541人

区　分
職員数

H30年度 R1年度
部　門

一般行政

特別行政

公営企業等

合　計

人事課主催研修
派遣研修
各機関での研修

1,018人
129人
126人

特別職 一般行政職（大卒平均）

期末・勤勉手当の状況（H30年度）

区　分
市長
副市長
議長
副議長
議員

　  区　分
特別職
一般行政職

※職制上の段階や職務の級等による加算措置があります。

※休憩は12:00～12:45
※施設など特別な勤務形態をとる職場については、
　始業・終業時刻が異なる場合があります。

※年度途中の退職者や派遣職員、短時間再任用職員
　などを除きます。

※1　研修や福利厚生事業に参加する場合等
※2　営利企業その他の団体の役員などの地位を兼ねる
　　　場合等に、任命権者の許可が必要となるもの

 期末手当
4.15月分
  2.6月分

勤勉手当
　 －
1.85月分

   区　分
勤続20年
   同15年
   同10年
    初任給

給料・報酬月額
742,500円
700,000円
621,000円
571,500円
540,000円

  給料月額
340,158円
287,819円
257,333円
194,000円

1週間の勤務時間
38時間45分

分限処分 休職等23件 懲戒処分 減給0件

1日の勤務時間
7時間45分

始業
9:00

終業
17:30

総付与日数
20,059日

総取得日数
6,738日

対象職員数
525人

取得率
33.6%

平均取得日数
12.8日

退職手当の状況（H30年度）
特別職（任期毎）

一般行政職

定年前勧奨退職者 2％～20％

321万円 2,070万円

給料月額×30/100×在職月数
給料月額×25/100×在職月数

市長
副市長

勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度
加算措置
平均支給額

自己都合   
19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
47.709月分

勧奨・定年・その他
24.586875月分
33.27075月分
47.709月分
47.709月分

職務専念
義務の免除（※1） 8件 営利企業等の

従事許可（※2） 17件

1人

※学歴・資格についてはいずれも令和2年3月末卒業・取得見込みの人を含みます。

－ 




